
 

１．履歴調査 １ 　改正法及び条例の対象範囲

軽易・災害措置除く

人の立ち入らない土地除く

土壌調査
（法4条2項）

法4条1項(届出)

条例81条の４第1項（履歴報告）

条例81条の４第２項（土壌調査）

有害特定施設等
事故漏洩等
�

　その他の履歴
　　廃棄物の存在
　　工場事業場の存在

 

２ 土地の利用履歴等報告に基づく土壌汚染状況調査の実施状況 

（条例施行平成16年4月1日～平成21年3月31日） 

履歴の状況 調査件数 基準超過件数 

有害物質使

用特定施設

等の履歴 

あり 

水質汚濁防止法等対象施設 19（10％） 5（10％） 

ダイオキシン類対策特別措置法対象施設 12（ 6％） 0（ 0％） 

条例対象施設 4（ 2％） 0（ 0％） 

小計 35（18％） 5（10％） 

その他の 

履歴あり 

又は不明 

工場・事業場（業種、工程、使用物質等：判明） 86（44％） 30（58％） 

工場・事業場（業種、工程、使用物質等：不明） 18（ 9％） 11（21％） 

焼却炉 29（15％） 0（ 0％） 

埋設された廃棄物 11（ 6％） 0（ 0％） 

過去の調査データ 11（ 6％） 5（10％） 

不明 5（ 3％） 1（ 2％） 

小計 160（82％） 47（90％） 

 合計 195 52 

    

３ 土地の利用履歴等報告の際に参考とする資料 

●水質汚濁防止法、下水道法、ダイオキシン類対策特別措置法、府条例に基づく届出書 

●登記簿（閉鎖登記簿） 

○過去の地図・住宅地図 ○過去の航空写真 ○過去の工場名鑑・工場便覧  

○設備の台帳、建築図面 ○事業所、関係者からの聞き取り 等 

●公的書類  ○公的書類以外 

 

条例 ８１条の４ 法 ４条 

○調査の契機  

履歴調査報告  

敷地が３０００㎡以上の形質変更の場合、土地所有者等は土地の利用

履歴等について調査し報告 

＜除外規定＞ 

一般の人が立ち入らない工場・事業場として利用される場合 
 

【報告事項】 

 

 

○土壌汚染状況調査 

土地所有者等が土壌汚染調査を実施し、知事へ報告 

○調査の契機 (新規) 

形質変更届出 

形質変更部分が一定規模以上（政省令により決定）の場合、形質変更届

出を提出 

＜除外規定＞ 

軽易及び規則で定める行為、非常災害のための応急措置の場合 
 

【命令要件】 

 

 

○土壌汚染状況調査  

都道府県知事が土壌汚染調査の実施を土地所有者等へ命令 

 

 論  点 課  題 

法対象となる土地に対する、条例による土地の履歴

調査のあり方 

改正法の調査契機の追加により、現行条例の履歴調査対象である大半の土地の土地所有

者は、改正法による形質変更届出の義務が課せられる。 

一方、土壌汚染状況調査については、改正法では公的書類記録等で有害物質使用特定施設

の使用が明確な土地の場合のみ知事の命令に基づき実施することになる。そのため、土壌汚

染調査を行う機会、内容は限定され、他の要因による汚染を把握できないおそれがある。 

履歴調査内容・方法の明確化、標準化 現行条例の土地の使用履歴等は、住宅地図、航空写真、関係者ヒアリング等をもとに調

査されているが、報告者によって調査範囲や内容に差異が生じている。 

有害物質使用の可能性がある場合 汚染の可能性が高い場合 

①有害物質使用特定施設等の有害物質の使用,処理の状況 

②土地の利用履歴、管理有害物質の使用等の履歴 

 

公的書類により有害物質使用特定施設の有無 

主な課題とその論点 
資料３ 



 

２．自主調査 

                      （平成２１年３月３１日現在） 

受理した自主調査 

（H15.2.15～） 

法に基づく調査 

（H15.2.15～） 

条例に基づく調査 

（H16.4.1～） 

503 161 168 

  

自主調査 

  
法に基づく 

調査 

条例に基づく 

調査 
うち、行政へ 

報告あり 
報告なし 

807 114 693 18 55 

注）大阪府指定調査機関410機関のうち、主な22機関にアンケート調査を実施（うち、16

機関から回答） 

１ 大阪府における土壌汚染状況の調査件数（政令市含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 土壌汚染に対する措置の状況 

 自主調査における措置 
指定区域（法） 

における措置 

管理区域（条例） 

における措置 
 大阪府へ 

報告あり* 

行政へ 

報告なし** 

掘削除去 14 (70%) 52 (61%) 20 (54%) 8 (38%) 

原位置浄化 5 (25%) 9 (11%) 6 (16%) 2 (10%) 

封じ込め・不溶化 0 (0%) 4 (5%) 0 (0%) 2 (10%) 

盛土・舗装・土壌入替 0 (0%) 9 (11%) 7 (19%) 3 (14%) 

地下水の水質測定 1 (5%) 10 (12%) 0 (0%) 0 (0%) 

立入禁止 0 (0%) 1 (1%) 4 (11%) 6 (29%) 

合計 20 (100%) 85 (100%) 37 (100%) 21 (100%) 

*大阪府へ報告があったもののうち、法・条例に準じた調査を行ったもの 

**指定調査機関16機関からのアンケート結果 

 

 条例 法 １４条 

○規定なし 

 

 

○区域指定の申請制度(新規) 

 自主調査により汚染判明した場合、土地所有者は都道府県知事に区域指

定を申請可能 

 

論  点 課  題 

自主調査に対する大阪府の関与のあり方 

 

 

 

 

 

調査結果について、事業者から客観的評価を求めるため相談のあった自主調査について

は、その調査や措置の方法が法に基づく方法に準ずるよう指導している。又、法に準じて

いる場合には報告を受理している。 

しかし、自主調査の大半が行政へ報告されていない。 

 

 

自主調査結果等の情報公開のあり方 

 

法・条例の対象外である自主調査は、行政や周辺住民等の第三者が知ることができないた

め、その汚染の状況や対策の状況が不明である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主調査
92％

条例に基づく調査
6％

法に基づく調査
2％ 報告あり

14％

報告なし
86％

自主調査のうち
行政への報告の有無

２ 指定調査機関が実施した土壌汚染状況の調査件数 



 

３．区域指定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条例 ８１条の８ 法 ６条、１１条 

○区域指定 

・指定基準を超過した土地を下記のとおり指定 

管理区域 

 

・管理区域台帳の調製、保管、閲覧 

  【記載事項】 

○措置命令等 

・「健康リスクがある場合」 汚染の除去等の措置命令 

 

・「健康リスクがない場合」 形質変更時の届出 

施行方法に対する計画変更命令 

○区域指定 

・指定基準を超過した土地を下記のどちらかの区域に指定 

要措置区域（盛土、封じ込め等の対策が必要な区域）【第 6条】 

形質変更時要届出区域（形質変更時に届出が必要な区域）【第 11 条】 

・区域台帳の調製、保管、閲覧 

 

○措置指示等  

・要措置区域      汚染の除去等の措置指示 

土地の形質変更禁止 

 

・形質変更時要届出区域 形質変更時の届出 

施行方法に対する計画変更命令 

 

論  点 課  題 

合理的な対策を促進するための区域指定及び情報公

開のあり方 

 

管理区域は「汚染された土地」、「危険な土地」という評価が一般的になされるため、 

・指定を回避・解除するため、掘削除去等の措置が取られる事例が大半を占め、汚染の状況

や健康へのリスクの度合いに応じた合理的な対策が行われていない。 

・その結果、多大な対策費用が生じることになり、土地活用等が進まない。 

等の問題が生じている。 

区域概況、汚染状態、措置・形質変更状況等 

クリック 

  

 

～ 

１ 管理区域台帳 

２ 大阪府ＨＰ管理区域情報掲載例 



 

 

４．指定調査機関 １  指定調査機関の指定基準（法・条例共通） 

  土壌汚染状況調査の業務を適確かつ円滑に遂行するに足りる経理的基礎及び技術的能力を有する

ものとして、規則で定める基準に適合するものであること。 

（規則で定める基準） 

・経理的基礎に係る基準 

①債務超過となっていないこと。 

②土壌汚染状況調査の業務を適確かつ円滑に遂行するために必要な人員を確保する能力を有して

いること。 

・技術的基礎に係る基準 

①土壌の汚染の状況の調査に関し３年以上の実務経験を有する者 

②地質調査業又は建設コンサルタント業（地質又は土質に係るものに限る。）の技術上の管理をつ

かさどる者 

③土壌の汚染の状況の調査に関し前２号に掲げる者と同等以上の知識及び技術を有すると認めら

れる者 

 

２ 大阪府指定調査機関の指定等の状況 
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３  大阪府と国の指定調査機関重複状況                  

 

 

条例 ８１条の１２～２１ 法 ２９条～４３条 

○ 指定調査機関の申請制度 

＜指定の基準＞ 

・経理的基礎に係る基準 

・技術的基礎に係る基準 

○ 指定調査機関の申請制度 

＜指定の基準＞ 

・経理的基礎に係る基準 

・技術的基礎に係る基準 

○ 指定の更新制度（5年毎）【新規】 

○ 技術管理者の設置及び職務【新規】 

 ・管理をつかさどる者で環境省令で定める基準に適合 

・ 調査等に従事する者の監督 

 

論  点 課  題 

府独自の指定調査機関指定制度のあり方 

 

・ 指定調査機関の指定基準は法と同様である。 

・ダイオキシン類については府条例独自の調査対象物質であるため、指定後の講習で試料

採取方法等を説明している。 

・近年、新たな指定は非常に尐なくなっている。 

・府の指定調査機関の 91％が国の指定を受けている。 

・改正法では指定調査機関の能力及び信頼性向上を図るための制度が導入された。 

 

91％ 

大阪府指定調査機関（410 機関） 

国指定調査機関（372 機関） H21.3.31 現在 


